
 
【主要部分の日本語仮訳】 

「仏暦２５４８年非常事態における統治に関する勅令」（非常事態令） 

非常事態令第９条に基づく決定事項（第２０号） 

 

 昨年３月２６日付のタイ王国全土を対象とした非常事態宣言の発令および本年５月３１日ま

での同宣言の適用期間の延長に関し、非常事態令第９条及び仏暦２５３４年国家行政規則法第

１１条に基づき、首相は一般的な決定事項、及び全ての当局職員の行動規則として、次のとお

り発令する。  

 

第１項 禁止事項 

（１）全ての学校及び全段階の教育機関の建物及び場所の、授業、試験、研修、諸活動を実施

するための使用を禁ずる。但し、仏暦２５６４年（西暦２０２１年）１月３日付決定事項（第

１６号）第１項に定めた事項を除く。（参照：ＣＣＳＡ決定事項第１６号仮訳

（ https://www.th.emb-japan.go.jp/files/100132405.pdf ）） 

（２）当局職員からの許可がある場合、または当局が実施する活動や検疫のための活動を除

き、５０名以上が参加する活動を禁ずる。 

 

第２項 娯楽施設および感染拡大の危険性のある場所の閉鎖 

各都県知事に対し、娯楽施設および右類似施設、パブ、バー、カラオケ、入浴施設、個室付

浴場、ないしこれらに類似する施設について、各都県の感染症対策委員会の同意に基き、最低

１４日間の一時的な閉鎖を検討せしめる。 

４月９日付決定事項（第１９号）に則して行われた一時的な閉鎖の指示については、引き続

き適用する。（参照：ＣＣＳＡ決定事項第１９号のポイント https://www.th.emb-

japan.go.jp/itpr_ja/news_20210410.html ） 

 

第３項 地域の決定  

（１）最高度管理地域  

バンコク都、コンケン県、チョンブリ県、チェンマイ県、ターク県、ナコンパトム県、ナコ

ンラチャシマ県、ノンタブリ県、パトゥムタニ県、プラチュアップキリカン県、プーケット

県、ラヨーン県、ソンクラー県、サムットプラカン県、サムットサコン県、サケーオ県、スパ

ンブリ県、ウドンタニ県、以上１８都県を最高度管理地域とする。 

（２）高度管理地域 

上記（１）以外の５９県を高度管理地域とする。 

 

第４項 地域毎の防疫措置 

最低１４日間、当局が定める防疫措置を遵守しつつ、以下の条件の下で各種施設の使用、事

業ないし活動を認める。 

（１）最高度管理地域 

ア 飲食物の提供に関し、店内での飲食は午後９時までとし、持ち帰り用については午後１１

時までとする。 

イ 酒類の店内消費を禁ずる。 

ウ 百貨店、ショッピングセンター、コミュニティモール、ないし類似の施設は、入場者数を

制限しつつ、営業時間を午後９時までとする。但し、ゲームセンター、遊戯施設は閉鎖せしめ

る。 
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エ コンビニエンスストア、スーパーマーケット、ナイトマーケット、路上販売は、営業時間

を午後１１時までとする。従来２４時間営業を行っている施設については、営業開始時間を午

前４時とする。 

オ 競技場ないし運動施設、ジム、フィットネスは、営業時間を午後９時までとする。試合に

ついては、入場者数を制限した上での実施であれば、これを認める。 

（２）管理地域 

ア 飲食物の店内での提供を午後１１時まで認める。 

イ 酒類の店内消費を禁ずる。 

ウ 百貨店、ショッピングセンター、コミュニティモール、ないし類似の施設は、入場者数を

制限しつつ、営業時間を午後９時までとする。但し、ゲームセンター、遊戯施設は閉鎖せしめ

る。 

 

第５項 越境移動の中止ないし回避 

不要不急の旅行の中止ないし延期を求める。特に、上記で定めた最高度管理地域への入境

は、自身の感染および感染拡大を助長する危険性があるため、右を避けるべきである。 

当局職員は、政府対策本部（ＣＣＳＡ）の方針に則し、チェックポイントや検査箇所を設置

することが出来る。 

運輸省ないし全ての形態の公共交通機関を監督する当局に対し、政府対策本部（ＣＣＳＡ）

の方針に則し、防疫措置を実施せしめる。 

 

第６項 社会的活動 

パーティ、宴会ないし類似活動については、伝統行事や感染防止のための十分な措置を施し

た場合を除き、当面の間、これらの中止を求める。 

 

第７項 適切な事業 

民間の法人および個人事業者に対し、当面の間、職場以外での勤務や交代制での勤務、もし

くは感染拡大を防ぐために適切な形態での事業の実施を求める。 

 

第８項 感染者への措置 

 関係当局に対し、教育施設、大学、ホテル、会議場、民間施設に協力を仰ぎつつ、感染者の

隔離用の施設の早急なる設置を指示する。  

全ての感染者は、当局職員が定める期間及び方法に則し、検疫および隔離せしめる。 

 

第９項 防疫措置の見直し 

上述の各種措置は、状況に応じて見直しが行われ、首相による裁可が随時仰がれる。 

 バンコク都知事及び各県知事は、政府が定めた方針に則し、各地の実情に合わせた措置を取

ることができる。  

  

以上の内容は、仏暦２５６４年（西暦２０２１年）４月１８日以降適用される。  

 

仏暦２５６４年４月１６日  

プラユット・チャンオーチャー 陸軍大将 首相  
 


